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職場におけるハラスメントの防止に対応する就業規則の例について 
 令和７年の法改正により、「カスタマーハラスメント対策（労働施策総合推進法）」「求職者等に対す

るセクシュアルハラスメント対策（男女雇用機会均等法）」が義務化され、令和８年 10 月から施行され

ます。厚労省は、令和８年７月に「事業主が講ずべきハラスメント対策パンフレット」を作成し、事業主

の対策が義務となっているハラスメント（パワーハラスメント、カスタマーハラスメント、セクシュアル

ハラスメント、求職者等に対するセクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児・

介護休業等に関するハラスメント）について、各ハラスメントの内容、関係者の責務、事業主が雇用管理

上講ずべき措置等をまとめています。また、対応例として、「就業規則例」も掲載されておりますので、

以下、参考にしてください。 

 

 

■ハラスメント対策・就業規則例 （パンフレット一部抜粋） 

東社協福祉施設経営相談室だより №187（全４枚） 令和8年7月22日 
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ハラスメント対策についての詳細は、厚労省ホームページに掲載されています。 

■職場におけるハラスメントの防止のために（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/inde

x.html 

■パンフレット「事業主が講ずべきハラスメント対策パンフレット」 ＊就業規則例の掲載あり 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001338359.pdf 

 

経営相談室では、役員会等運営に関するご相談、会計・税務・労務に関するご相談等、様々なご相談を 

お受けしています。下記にて受付しておりますので、ご活用ください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都社会福祉協議会 経営相談 月曜～金曜 9～17 時／土日祝日・年末年始休み  

 東京都内の社会福祉法人・福祉施設の経営・運営に係る幅広い相談をお受け 

しております。相談内容に応じて、弁護士・公認会計士・社会保険労務士・ 

税理士がぞれぞれの専門分野の相談に応じます。 

東社協ホームページ内の「経営相談フォーム」または専用電話より、ご相談を 

受付しています。  

専用 TEL: 03-3268-7170(平日９時～1７時)  

東社協ＨＰ：https://www.tcsw.tvac.or.jp/keiei/index.html  

（東社協 HP→目的から探す福祉現場に向けた取組み→2.福祉施設・事業所の経営相談、経営支援→経営相談室） 
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